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横浜経済の動向(平成 30 年 6 月) 

 

第 105 回横浜市景況・経営動向調査報告（特別調査） 

横浜市経済局  

 
 
 

【調査の概要】 

１．目的・内容：横浜市の経済・産業政策の効果的な展開に必要な企業動向・ニーズを早期かつ的確に把握する

ために、市内企業・市内に事業所をおく企業を対象にアンケート調査及びヒアリング調査を一

連の「景況・経営動向調査」として、四半期毎に年４回(６月、９月、１２月、３月)実施して

います。 
 
２．調査対象：市内企業・市内に事業所をおく企業 1,000 社 

       回収数 543 社（回収率：54.3％）（特別調査有効回答数：543 社） 

     

  
市内本社企業 市外本社企業 

合  計 
大企業 中堅企業 中小企業   

製造業 
９ １１ １９５ １３ ２２８ 

(２２) (２０) (３３６) (１６) (３９４) 

非製造業 
３１ ９０ １７７ １７ ３１５ 

(５１) (１７１) (３４７) (３７) (６０６) 

合  計 
４０ １０１ ３７２ ３０ ５４３ 

(７３) (１９１) (６８３) (５３) (１,０００) 

 

※（ ）内は調査対象企業数 

※規模別の定義は以下の通りです。 

      大企業・・・・・・横浜市に本社を置き、資本金が 10 億円以上の企業 

      中堅企業・・・・・横浜市に本社を置き、資本金が以下の基準に該当する企業 

製造業や卸売業、小売業、サービス業以外の非製造業：3～10 億円未満 

                卸売業：1～10 億円未満 

                小売業、サービス業：5千万～10 億円未満 

      中小企業・・・・・横浜市に本社を置き、資本金が上記の基準未満の企業 

      市外本社企業・・・横浜市以外に本社を置く市内事業所 
 
３．調査時期：平成 30 年 6 月実施 
 
４．その他：図表中の構成比は小数点第２位を四捨五入し表記しており、表示上の構成比を合計しても 100％に

ならない場合があります。 
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【【 人人 材材 確確 保保 のの 状状 況況 にに つつ いい てて 】】   

・・ 新新 たた にに 採採 用用 すす るる 人人 材材 とと しし てて 、、 最最 もも 優優 先先 度度 がが 高高 かか っっ たた のの はは 「「 中中 途途 採採 用用 」」（（ 3311..99％％ ））
でで 、、「「 新新 卒卒 採採 用用 （（ 大大 学学 卒卒 ））」」（（ 2288..66％％ ）） をを 上上 回回 っっ たた 。。   

・・ キキ ャャ リリ アア ブブ ララ ンン クク のの ああ るる 女女 性性 及及 びび シシ ニニ アア 層層 のの 雇雇 用用 理理 由由 でで 最最 もも 多多 かか っっ たた のの はは「「 即即 戦戦
力力 とと しし てて のの 採採 用用 」」、、 外外 国国 人人 でで はは 「「 語語 学学 力力 やや 国国 際際 感感 覚覚 等等 のの 強強 みみ 」」 がが 最最 もも 多多 かか っっ たた 。。   

・・ 外外 国国 人人 のの 雇雇 用用 開開 始始 時時 期期 はは 、、 22001122 年年 以以 降降 にに 雇雇 用用 をを 開開 始始 すす るる 企企 業業 がが 増増 ええ てて いい るる 。。   
【ポイント】 

○ 正規雇用の採用計画については、「現状の規模を維持する程度に、採用（または再雇用）していく」（56.0％）

が最も多く、次いで「採用（または再雇用）を増やし、規模を拡大していく」（27.1％）となり、合わせ

ると今後も採用を継続する企業は全体の８割を超えている。 

○ 新たに採用する人材として、最も優先度が高かったのは「中途採用」（31.9％）で、「新卒採用（大学卒）」

（28.6％）を 3.3 ポイント上回った。特に中小企業においては「中途採用」（33.7％）となっている。 

○ キャリアブランクのある女性、60 歳以上のシニア層の雇用理由はいずれも「自社に求められるスキル・業

務経験をもつ人材を、即戦力として採用するため」が最も多くなっている。外国人の雇用理由としては「外

国人としての語学力・国際感覚等の強みを発揮してもらうため」が最も多かったが、中小企業のみ「新卒

採用でまかなうことができない人材を確保するため」が同率で 1位となった。 

○ 外国人の雇用開始時期は、中小企業では 2015 年以降、雇用を開始する企業が多かった。 
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業(543)

製造業(228)

非製造業(315)

大企業(40)

中堅企業(101)

中小企業(372)

市外本社企業(30)

採用（または再雇用）を増やし、規模を拡大していく 現状の規模を維持する程度に、採用（または再雇用）していく

採用（または再雇用）を減らし、規模を縮小していく 今後、新規に採用をする見込みはない

その他 無回答

（業
種
別
）

（規
模
別
）
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【特別調査の概要】 

 

 

 
 

 
経営者の年齢について 

今後の正規雇用の採用計画について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査結果の概要 

調査結果のまとめ 

【調査対象】市内企業・市内に事業所を置く企業 1,000 社（回収数：543 社、回収率：54.3％、特別調査有効回答数：543 社） 
【調査時期】平成 30 年 5月 11 日～6月 11 日（調査票回答及びヒアリング調査期間） 
（注）通常調査の結果概要（自社業況ＢＳＩ等）については、平成 30 年 6 月 27 日発表の内容をご参照ください。 
 

○ 今後の正規雇用の採用計画については「現状の規模を維持する程度に、採用（または再雇用）していく」

（56.0％）が最も多く、次いで「採用（または再雇用）を増やし、規模を拡大していく」（27.1％）となっ

た。一方、「今後、新規に採用をする見込みはない」（10.9％）、「採用（または再雇用）を減らし、規模を縮

小していく」(1.8%)となっている。 

1．今後の採用計画について 
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1.1 

2.3 

0.0 
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0.0 

0.0 

0.0 

9.1 
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9.6 

5.3 

4.6 

11.0 

7.7 

1.6 

0.0 

2.7 

2.6 

3.4 

1.0 

0.0 

14.6 

16.2 

13.5 

10.5 

12.6 

15.3 

19.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業(451)

製造業(191)

非製造業(260)

大企業(38)

中堅企業(87)

中小企業(300)

市外本社企業(26)

新卒採用（大学卒） 新卒採用（専門学校・高校卒等） 中途採用

キャリアブランクのある女性 ６０歳以上のシニア層 外国人

有資格者（スキル・技能等） その他 無回答

（業
種
別
）

（規
模
別
）

＜正規雇用の採用計画で「採用（または再雇用）を減らし、規模を縮小していく」または「今後、新規に採用

をする見込みはない」を選択した企業のみ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

採用の見通しについて「縮小するまたは見込みはない」理由について（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜正規雇用の採用計画で「採用（または再雇用）を増やし、規模を拡大していく」または「現状の規模を維持

する程度に、採用（または再雇用）していく」を選択した企業のみ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 新たに採用する人材として想定しているものについて（優先度 1位のみ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2．採用の見通しについて「縮小するまたは見込みはない」理由について 

 

○ 採用の見通しについて「縮小するまたは見込みはない」理由については「現状の人員で充足している」

（81.2％）が最も多く、８割を超えた。 

○ 中小企業では、「現状の人員で充足している」（81.5%)が最も多かったが、次いで「事業を縮小していく

見込み」（20.4％）となっており、大企業・中堅等（6.7％）より、13.7 ポイント多くなっている。 

3．新たに採用する人材として想定しているものについて（優先度 1位のみ） 

○ 今後、新たに採用する人材として想定するもので、最も優先度が高かったのは「中途採用」（31.9％）

で、次の「新卒採用（大学卒）」（28.6％）を 3.3 ポイント上回った。 

○ 全産業では、キャリアブランクのある女性、60 歳以上のシニア層、外国人の３つを合算しても全体の

2.9％であり、新卒採用、中途採用に比べ、低い割合となった。 

○ 業種別では、製造業では「中途採用」（34.6％）が最も多くなっているのに対し、非製造業では「新卒

採用（大学卒）」（31.5％）が最も多くなっている。 

○ 規模別では、大企業では「新卒採用（大学卒）」（52.6％）が５割を超えており、中堅企業では、「新卒

採用（大学卒）」、「中途採用」（35.6％）が同率で最も多く、中小企業では「中途採用」（33.7％）が最

も多くなっている。 

○ 中小企業では新卒採用、中途採用に次いで、「有資格者（スキル・技能等）」（11.0％）、「60 歳以上のシ

ニア層」（2.3％）が多くなっている。 

　　

現状の人員で

充足している

事業を縮小して

いく見込み

IoT機器の導

入、設備投資等

による効率化

アウトソーシン

グ等による業務

の見直し

採用活動にか

ける時間や費用

がない

その他 無回答

全産業(69) 81.2 17.4 2.9 4.3 4.3 4.3 1.4

製造業(26) 73.1 19.2 0.0 7.7 7.7 3.8 3.8

非製造業(43) 86.0 16.3 4.7 2.3 2.3 4.7 0.0
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90%

100%

全産業

製造業

非製造業

※大企業・中堅等・・・大企業、中堅企業、市外本社企業合算 

現状の人員で充

足している

事業を縮小して

いく見込み

IoT機器の導入、

設備投資等によ

る効率化

アウトソーシング

等による業務の

見直し

採用活動にかけ

る時間や費用が

ない

その他 無回答

全規模(69) 81.2 17.4 2.9 4.3 4.3 4.3 1.4

中小企業(54) 81.5 20.4 1.9 5.6 5.6 1.9 1.9

※大企業・中堅等(15) 80.0 6.7 6.7 0.0 0.0 13.3 0.0
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100%

全規模

中小企業

大企業・中堅等
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＜今後、新たに採用する人材として想定しているもので、キャリアブランクのある女性、６０歳以上のシニア層、

外国人のいずれかを選択した企業のみ＞ 

 

 

◆4-1 多様な人材を雇用（または雇用を検討）する理由について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

多様な人材を雇用（または雇用を検討）する理由について(複数回答) 

 

＜キャリアブランクのある女性＞                               

全産業
(31)

自社に求められるスキル・業務経験をもつ人
材を、即戦力として採用するため 58.1%

自社のサービス・商品等に、女性視点のアイ
デアを活かしたいため 45.2%

柔軟な働き方や雇用形態により、業務効率を
上げたいため 41.9%

製造業
(14)

自社に求められるスキル・業務経験をもつ人
材を、即戦力として採用するため 50.0%

多様な人材を雇用することにより、社内活性
化（ダイバーシティ）を進めたいため 42.9%

自社のサービス・商品等に、女性視点のアイ
デアを活かしたいため 35.7%

非製造業
(17)

自社に求められるスキル・業務経験をもつ人
材を、即戦力として採用するため 64.7%

自社のサービス・商品等に、女性視点のアイ
デアを活かしたいため 52.9%

柔軟な働き方や雇用形態により、業務効率を
上げたいため 47.1%

中小企業
(19)

- -

自社のサービス・商品等に、女性視点のアイ
デアを活かしたいため

47.4%

１位 ２位 ３位

52.6%

・自社に求められるスキル・業務経験をもつ
人材を、即戦力として採用するため
・多様な人材を雇用することにより、社内活性
化（ダイバーシティ）を進めたいため  

 

＜60 歳以上のシニア層＞                                   

全産業
(51)

自社に求められるスキル・業務経験をもつ人
材を、即戦力として採用するため 58.8%

シニア層の知識や技術の継承により、従業
員の能力向上を進めたいため 49.0%

新卒採用でまかなうことができない人材を確
保するため 29.4%

製造業
(19)

自社に求められるスキル・業務経験をもつ人
材を、即戦力として採用するため 57.9%

シニア層の知識や技術の継承により、従業
員の能力向上を進めたいため 47.4%

柔軟な働き方や雇用形態により、業務効率を
上げたいため 31.6%

非製造業
(32)

自社に求められるスキル・業務経験をもつ人
材を、即戦力として採用するため 59.4%

シニア層の知識や技術の継承により、従業
員の能力向上を進めたいため 50.0%

新卒採用でまかなうことができない人材を確
保するため 31.3%

中小企業
(39)

自社に求められるスキル・業務経験をもつ人
材を、即戦力として採用するため

56.4%

シニア層の知識や技術の継承により、従業
員の能力向上を進めたいため

46.2%

１位 ２位 ３位

・新卒採用でまかなうことができない人材を確
保するため
・柔軟な働き方や雇用形態により、業務効率
を上げたいため

30.8%

 
 

＜外国人＞                                       

全産業
(26)

外国人としての語学力・国際感覚等の強みを
発揮してもらうため 42.3%

新卒採用でまかなうことができない人材を確
保するため 30.8%

多様な人材を雇用することにより、社内活性
化（ダイバーシティ）を進めたいため 30.8%

製造業
(18)

外国人としての語学力・国際感覚等の強みを
発揮してもらうため 38.9%

新卒採用でまかなうことができない人材を確
保するため 33.3%

多様な人材を雇用することにより、社内活性
化（ダイバーシティ）を進めたいため 33.3%

非製造業
(8)

外国人としての語学力・国際感覚等の強みを
発揮してもらうため 50.0%

新卒採用でまかなうことができない人材を確
保するため 25.0%

多様な人材を雇用することにより、社内活性
化（ダイバーシティ）を進めたいため 25.0%

中小企業
(18)

-

多様な人材を雇用することにより、社内活性
化（ダイバーシティ）を進めたいため

- 27.8%44.4%

・新卒採用でまかなうことができない人材を確
保するため
・外国人としての語学力・国際感覚等の強み
を発揮してもらうため

１位 ２位 ３位

 
  

 

 

○ キャリアブランクのある女性を雇用（または雇用を検討）する理由は全産業では、1位「自社に求められ

るスキル・業務経験をもつ人材を、即戦力として採用するため」、2 位「自社のサービス・商品等に、女

性視点のアイデアを活かしたいため」、3位「柔軟な働き方や雇用形態により、業務効率を上げたいため」

となった。中小企業では、1位と同率で「多様な人材を雇用することにより、社内活性化（ダイバーシティ）

を進めたいため」が入り、製造業では 2位となった。 

○ 60 歳以上のシニア層を雇用（または雇用を検討）する理由は全産業では、1位「自社に求められるスキル・

業務経験をもつ人材を、即戦力として採用するため」、2 位「シニア層の知識や技術の継承により、従業

員の能力向上を進めたいため」、3 位「新卒採用でまかなうことができない人材を確保するため」となっ

た。製造業、非製造業、中小企業のいずれも 2位は「シニア層の知識や技術の継承により、従業員の能力

向上を進めたいため」となった。 

○ 外国人を雇用（または雇用を検討）する理由は全産業では、1位「外国人としての語学力・国際感覚等の

強みを発揮してもらうため」となり、中小企業では、同率で「新卒採用でまかなうことができない人材を

確保するため」が 1位となった。 

4．多様な人材の雇用について 
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50.0 

44.9 

54.5 

34.8 

50.0 

52.8 

40.0 

23.5 

26.0 

21.4 

26.1 

26.8 

23.0 

13.3 

10.3 

12.6 

8.3 

0.0 

12.5 

9.0 

33.3 

4.8 

5.5 

4.1 

4.3 

0.0 

6.2 

6.7 

11.4 

11.0 

11.7 

34.8 

10.7 

9.0 

6.7 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業(272)

製造業(127)

非製造業(145)

大企業(23)

中堅企業(56)

中小企業(178)

市外本社企業(15)

0人 1人～2人 3人～5人 6人～9人 10人以上

（業
種
別
）

（規
模
別
）

0

2

4

6

8

10

12

14

2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年

全規模 大企業 中堅企業 中小企業 市外本社企業

（社）

　　

中国 台湾 韓国
インドネ

シア
タイ ベトナム

フィリピ

ン

その他

アジア
欧州 アメリカ ブラジル

その他

中南米
アフリカ

全産業(129) 49.6 8.5 15.5 6.2 7.0 18.6 13.2 20.2 3.9 2.3 5.4 4.7 0.8

製造業(69) 44.9 4.3 5.8 8.7 8.7 18.8 11.6 27.5 5.8 2.9 8.7 8.7 1.4

非製造業(60) 55.0 13.3 26.7 3.3 5.0 18.3 15.0 11.7 1.7 1.7 1.7 0.0 0.0

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

全産業

製造業

非製造業

 

 

◆5-1 外国人の雇用人数について 

 

 

 

 

 

 

 

 

雇用人数について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆5-2 外国人の国籍及び雇用開始時期について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    国籍及び雇用開始時期について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 外国人労働者の雇用人数について、回答企業 272 社（無回答 271 社を除く）では、全産業でみると「１人

～２人」（23.5%）、「１０人以上」（11.4%）、「３人～５人」（10.3％）の順となり、合計５割近くとなった。 

○ 業種別では、「１人～２人」が製造業（26.0％）、非製造業（21.4％）ともに最も多かったが、製造業では

次いで「３人～５人」（12.6％）、非製造業では「１０人以上」（11.7％）となっている。 

○ 規模別では、大企業で「１０人以上」（34.8%）が最も多くなっているのに対し、中堅企業、中小企業では

「１人～２人」が最も多くなっている。 

○ 外国人労働者の国籍について、回答企業 129 社（無回答 414 社を除く）では、全産業でみると「中国」（49.6%）、

次いで「その他アジア」（20.2％）、次いで「ベトナム」（18.6%）の順で、アジア出身者が多かった。 

○ 業種別では、製造業、非製造業ともに「中国」が最も多かった。次いで多かったのは製造業では「その
他アジア」（27.5％）、非製造業では「韓国」（26.7%）となった。 

○ 外国人の雇用開始時期について、回答企業 123 社（無回答 420 社を除く）では、全産業でみると 2012 年
以降、雇用社数が増加しており、2016 年がピークであった。中小企業では 2015 年以降、雇用を開始する
企業が多かった。 

5．外国人の雇用状況について 
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45.0 
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全産業(543)

製造業(228)

非製造業(315)

大企業(40)

中堅企業(101)

中小企業(372)

市外本社企業(30)

ある ない 無回答

（業
種
別
）

（規
模
別
）

27.1 

23.7 

29.5 

22.5 

24.8 

28.5 

23.3 

56.0 

60.1 

53.0 

72.5 

61.4 

52.2 

63.3 

1.8 

2.6 

1.3 

0.0 

4.0 

1.6 

0.0 

10.9 

8.8 

12.4 

2.5 

8.9 

12.9 

3.3 

0.9 

0.9 

1.0 

2.5 

0.0 

0.5 

6.7 

3.3 

3.9 

2.9 

0.0 

1.0 

4.3 

3.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業(543)

製造業(228)

非製造業(315)

大企業(40)

中堅企業(101)

中小企業(372)

市外本社企業(30)

採用（または再雇用）を増やし、規模を拡大していく 現状の規模を維持する程度に、採用（または再雇用）していく

採用（または再雇用）を減らし、規模を縮小していく 今後、新規に採用をする見込みはない

その他 無回答

（業
種
別
）

（規
模
別
）

特別調査結果 

―人材確保の状況について― 

 
  
1-(1) 【正規雇用の採用計画の見通しについて】 

 

今後の正規雇用の採用計画について、全産業でみると「現状の規模を維持する程度に、採用（または再雇用）

していく」（56.0％）が最も多く、次いで「採用（または再雇用）を増やし、規模を拡大していく」（27.1％）と

なっている一方、「今後、新規に採用をする見込みはない」（10.9％）、「採用（または再雇用）を減らし、規模を

縮小していく」(1.8%)となっている。 

業種別では、「現状の規模を維持する程度に、採用（または再雇用）していく」が製造業（60.1%)、非製造業

（53.0％）とも最も多く、次いで「採用（または再雇用）を増やし、規模を拡大していく」が製造業（23.7％）、

非製造業（29.5％）となっている。 

規模別でも、「現状の規模を維持する程度に、採用（または再雇用）していく」が大企業（72.5％）、中堅企業

（61.4％）、中小企業(52.2％）と最も多く、次いで「採用（または再雇用）を増やし、規模を拡大していく」が

大企業（22.5％）、中堅企業（24.8％）、中小企業(28.5％）となっている。 

 

図表 1-(1) 今後の正規雇用の採用計画について 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 
1-(2) 【非正規雇用の人員確保の見込みについて】 
 
非正規雇用の人員確保の見込みについて、全産業でみると「ない」（28.0％）が「ある」（25.6％）を 2.4 ポ

イント上回った。 
業種別では、製造業では「ある」（26.8％）と「ない」（26.8%)が同じ割合であった。非製造業では「ない」

（28.9％）が「ある」（24.8％）を 4.1 ポイント上回った。 
規模別では、大企業が「ある」（32.5％）が「ない」（22.5%）を 10.0 ポイント上回った。中堅企業では「な

い」（31.7％）が「ある」（30.7％）を 1.0 ポイント上回り、中小企業では「ない」（28.5％）が「ある」（22.3％）
を 6.2 ポイント上回った。 

 
図表 1-(2)  非正規雇用の人員確保の見込みについて 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

1．今後の採用計画について 
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民間の就職

情報サイト

ハローワー

ク

就職フェア

や合同説明

会

大学からの

紹介やアプ

ローチ

人材紹介会

社を利用

知人・友人

からの紹介

グローバル

採用に特化

した求人サ
イト

その他 無回答

全産業(451) 58.3 65.2 34.8 26.4 35.9 33.0 2.9 7.1 0.9

製造業(191) 50.3 73.3 25.1 22.0 31.9 29.3 3.7 6.8 2.1

非製造業(260) 64.2 59.2 41.9 29.6 38.8 35.8 2.3 7.3 0.0

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

全産業

製造業

非製造業

民間の就職

情報サイト
ハローワーク

就職フェアや

合同説明会

大学からの

紹介やアプ

ローチ

人材紹介会

社を利用

知人・友人か

らの紹介

グローバル

採用に特化

した求人サイ
ト

その他 無回答

大企業(38) 76.3 34.2 47.4 44.7 65.8 13.2 5.3 2.6 0.0

中堅企業(87) 65.5 59.8 44.8 27.6 41.4 33.3 2.3 11.5 1.1

中小企業(300) 52.0 72.7 28.0 21.7 30.7 37.3 2.7 6.3 1.0

市外本社企業(26) 80.8 42.3 61.5 50.0 34.6 11.5 3.8 7.7 0.0

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

大企業

中堅企業

中小企業

市外本社企業

＜正規雇用の採用計画で「採用（または再雇用）を減らし、規模を縮小していく」または「今後、新規に採用

をする見込みはない」を選択した企業のみ＞ 

 

1-(3) 【採用の見通しについて「縮小するまたは見込みはない」理由について】 
 
採用の見通しについて「縮小するまたは見込みはない」理由について、全産業でみると「現状の人員で充足

している」（81.2％）が最も多く、次の「事業を縮小していく見込み」（17.4％）を大きく上回っている。 
業種別でも、「現状の人員で充足している」が製造業（73.1%)、非製造業（86.0％）とも最も多く、次の「事

業を縮小していく見込み」の製造業（19.2%）、非製造業（16.3％）を大きく上回る。 

規模別でも、「現状の人員で充足している」が中小企業（81.5%)、大企業・中堅等（80.0％）で最も多かった

が、中小企業では「事業を縮小していく見込み」（20.4％）が、大企業・中堅等（6.7％）より、13.7 ポイント

多かった。 

 
図表 1-(3) 採用の見通しについて「縮小するまたは見込みはない」理由について 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜正規雇用の採用計画で「採用（または再雇用）を増やし、規模を拡大していく」または「現状の規模を維持
する程度に、採用（または再雇用）していく」を選択した企業のみ＞ 

 
1-(4) 【正規雇用の募集・採用方法について】 

 
正規雇用の募集・採用方法について、全産業でみると「ハローワーク」（65.2％）が最も多く、次いで「民間

の就職情報サイト」（58.3％）、「人材紹介会社を利用」（35.9％）、「就職フェアや合同説明会」（34.8％）、「知人・
友人からの紹介」（33.0％）、「大学からの紹介やアプローチ」（26.4％）の順となっている。 

業種別では、製造業では「ハローワーク」（73.3％）が最も多くなっているのに対し、非製造業では「民間の
就職情報サイト」（64.2％）が最も多くなっている。 

規模別では、「民間の就職情報サイト」が大企業（76.3％）、中堅企業（65.5％）で最も多くなっている一方、
中小企業では「ハローワーク」（72.7％）が最も多くなっている。 

市外本社企業では、「民間の就職情報サイト」（80.8％）が最も多く、次いで「就職フェアや合同説明会」（61.5％）
となっている。 

図表 1-(4)  正規雇用の募集・採用方法について（複数回答） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

　　

現状の人員で

充足している

事業を縮小して

いく見込み

IoT機器の導

入、設備投資等

による効率化

アウトソーシン

グ等による業務

の見直し

採用活動にか

ける時間や費用

がない

その他 無回答

全産業(69) 81.2 17.4 2.9 4.3 4.3 4.3 1.4

製造業(26) 73.1 19.2 0.0 7.7 7.7 3.8 3.8

非製造業(43) 86.0 16.3 4.7 2.3 2.3 4.7 0.0
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10%

20%

30%

40%
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60%

70%

80%

90%

100%

全産業

製造業

非製造業

※大企業・中堅等・・・大企業、中堅企業、市外本社企業合算 

現状の人員で充

足している

事業を縮小して

いく見込み

IoT機器の導入、

設備投資等によ

る効率化

アウトソーシング

等による業務の

見直し

採用活動にかけ

る時間や費用が

ない

その他 無回答

全規模(69) 81.2 17.4 2.9 4.3 4.3 4.3 1.4

中小企業(54) 81.5 20.4 1.9 5.6 5.6 1.9 1.9

※大企業・中堅等(15) 80.0 6.7 6.7 0.0 0.0 13.3 0.0

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

全規模

中小企業

大企業・中堅等
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9.1 
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5.3 

4.6 

11.0 

7.7 

1.6 

0.0 

2.7 

2.6 

3.4 

1.0 

0.0 

14.6 

16.2 

13.5 

10.5 

12.6 

15.3 

19.2 
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全産業(451)

製造業(191)

非製造業(260)

大企業(38)

中堅企業(87)

中小企業(300)

市外本社企業(26)

新卒採用（大学卒） 新卒採用（専門学校・高校卒等） 中途採用

キャリアブランクのある女性 ６０歳以上のシニア層 外国人

有資格者（スキル・技能等） その他 無回答

（業
種
別
）

（規
模
別
）

＜正規雇用の採用計画で「採用（または再雇用）を増やし、規模を拡大していく」または「現状の規模を維持
する程度に、採用（または再雇用）していく」を選択した企業のみ＞ 

 
1-(5) 【新たに採用する人材として想定しているものについて（優先度１位のみ）】 
 
今後、新たに採用する人材として最も優先度が高かったのは、全産業でみると「中途採用」（31.9％）で、次

いで「新卒採用（大学卒）」（28.6％）、「新卒採用（専門学校・高校卒等）」（11.3％）の順となっている。 
全産業では、キャリアブランクのある女性、60 歳以上のシニア層、外国人の３つを合算しても全体の 2.9％

であり、新卒採用、中途採用に比べ、低い割合となった。 
業種別では、製造業では「中途採用」（34.6％）が最も多くなっているのに対し、非製造業では「新卒採用（大

学卒）」（31.5％）が最も多くなっている。 
規模別では、大企業では「新卒採用（大学卒）」（52.6％）が５割を超えており、中堅企業では、「新卒採用（大

学卒）」、「中途採用」（35.6％）が同率で最も多く、中小企業では「中途採用」（33.7％）が最も多くなっている。 
市外本社企業では、「新卒採用（大学卒）」（57.7％）が５割を超えている。 
 

図表 1-(5)  新たに採用する人材として想定しているものについて（優先度１位のみ） 
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新卒採用

（大学卒）

新卒採用

（専門学校・

高校卒等）
中途採用

キャリアブラ

ンクのある

女性

６０歳以上

のシニア層
外国人

有資格者

（スキル・技

能等）
その他 無回答

全産業(451) 53.9 54.8 74.7 6.9 11.3 5.8 36.6 3.1 7.8

製造業(191) 48.2 60.2 74.3 7.3 9.9 9.4 35.1 1.0 7.9

非製造業(260) 58.1 50.8 75.0 6.5 12.3 3.1 37.7 4.6 7.7

0%

10%
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100%
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卒等）

中途採用

キャリアブラ

ンクのある女

性

６０歳以上の

シニア層
外国人

有資格者（ス

キル・技能

等）

その他 無回答

大企業(38) 73.7 52.6 68.4 2.6 5.3 7.9 34.2 2.6 7.9

中堅企業(87) 69.0 52.9 77.0 11.5 8.0 3.4 29.9 5.7 4.6

中小企業(300) 45.0 56.3 75.7 6.3 13.0 6.0 39.0 2.3 8.7

市外本社企業(26) 76.9 46.2 65.4 3.8 11.5 7.7 34.6 3.8 7.7

0%
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20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

大企業

中堅企業

中小企業

市外本社企業

＜正規雇用の採用計画で「採用（または再雇用）を増やし、規模を拡大していく」または「現状の規模を維持
する程度に、採用（または再雇用）していく」を選択した企業のみ＞ 
 

1-(6) 【新たに採用する人材として想定しているものについて（1～3 位合算）】 
 

今後、新たに採用する人材として想定するものについて、1～3位合算を全産業でみると「中途採用」（74.7%）
が最も多く、次いで「新卒採用（専門学校・高校卒等）」（54.8%）、「新卒採用（大学卒）」（53.9%）、「有資格者
（スキル・技能等）」（36.6%）の順となっている。 

業種別では、製造業では「中途採用」（74.3％）が最も多く、次いで「新卒採用（専門学校・高校卒等）」（60.2%）
となっている。非製造業では「中途採用」（75.0％）が最も多く、次いで「新卒採用（大学卒）」（58.1%）となっ
ている。 

規模別では、大企業では「新卒採用（大学卒）」（73.7%）が最も多く、次いで「中途採用」（68.4%）となって
いる。中堅企業では「中途採用」（77.0%）が最も多く、次いで「新卒採用（大学卒）」（69.0%）となっており、
中小企業では「中途採用」（75.7%）、「新卒採用（専門学校・高校卒等）」（56.3%）の順となっている。 

市外本社企業では、「新卒採用（大学卒）」（76.9%）が最も多く、次いで「中途採用」（65.4%）となっている。 
 

図表 1-(6)  新たに採用する人材として想定しているものについて（1～3位合算、複数回答） 
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ス業

対

個

人
サ
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キャリアブランクのある女性(31) 9.1 40.0 20.0 7.7 4.3 5.1 5.4 0.0 14.3 2.1 8.3 7.5 12.9 14.3 18.8 3.8 0.0 0.0

６０歳以上のシニア層(51) 27.3 40.0 10.0 0.0 12.8 7.7 5.4 6.7 7.1 10.4 13.9 10.0 0.0 21.4 25.0 0.0 31.0 10.0

外国人(26) 0.0 20.0 10.0 0.0 10.6 7.7 8.1 26.7 7.1 2.1 2.8 2.5 3.2 21.4 0.0 3.8 0.0 0.0
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報
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事
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ス業
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サ

ービ

ス業

キャリアブランクのある女性(19) 0.0 40.0 20.0 9.1 4.4 3.3 6.9 0.0 16.7 2.7 11.5 9.1 0.0 12.5 0.0 0.0 0.0 0.0

６０歳以上のシニア層(39) 28.6 40.0 10.0 0.0 13.3 6.7 6.9 7.7 8.3 10.8 19.2 13.6 0.0 25.0 0.0 0.0 50.0 9.1

外国人(18) 0.0 20.0 10.0 0.0 8.9 10.0 3.4 30.8 8.3 2.7 3.8 0.0 0.0 12.5 0.0 0.0 0.0 0.0
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＜正規雇用の採用計画で「採用（または再雇用）を増やし、規模を拡大していく」または「現状の規模を維持
する程度に、採用（または再雇用）していく」を選択した企業のみ＞ 
 

1-(7) 【新たに採用する人材として想定しているものについて 
（多様な人材の活用について、業種ごとに詳しく分析をした）】 

 
全産業において業種別にみると、「キャリアブランクのある女性」は繊維・衣服等、印刷で回答が多く見られ

た。また「60 歳以上のシニア層」は繊維・衣服等、対事業所サービス業、食料品等で回答が多く見られ、「外
国人」は輸送用機械で回答が最も多かった。 

中小企業において業種別にみると、「キャリアブランクのある女性」は繊維・衣服等で回答が多く見られた。
また「60 歳以上のシニア層」は繊維・衣服等、対事業所サービス業、食料品等で回答が多く見られた。「外国
人」については、輸送用機械で回答が最も多かった。 

全産業と中小企業を比較すると、キャリアブランクのある女性、60 歳以上のシニア層についてはいずれも繊
維・衣服等で回答が多く見られ、特に 60 歳以上のシニア層はいずれも対事業所サービス業で回答が目立った。
また外国人については、全産業、中小企業ともに輸送用機械で最も回答が多かった。 

 

図表 1-(7) 女性、シニア層、外国人を選択した企業の属性について（1～3位合算） 

 
（全産業：業種別）                

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
（中小企業：業種別） 
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務効率を上
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構成を改善

するため

（女性の雇用

理由のみ）自

社のサービ
ス・商品等

に、女性視

点のアイデ

アを活かした

いため

その他 無回答

全産業(31) 29.0 3.2 58.1 38.7 41.9 6.5 45.2 0.0 6.5

製造業(14) 28.6 0.0 50.0 42.9 35.7 0.0 35.7 0.0 7.1

非製造業(17) 29.4 5.9 64.7 35.3 47.1 11.8 52.9 0.0 5.9
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登用する人
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自社に求め

られるスキ

ル・業務経験
をもつ人材

を、即戦力と

して採用する

ため

多様な人材

を雇用するこ

とにより、社
内活性化（ダ

イバーシ

ティ）を進め

たいため

柔軟な働き

方や雇用形

態により、業
務効率を上

げたいため

社内の年齢

構成を改善

するため

（女性の雇用

理由のみ）自

社のサービ
ス・商品等

に、女性視点

のアイデアを

活かしたいた

め

その他 無回答

全規模(31) 29.0 3.2 58.1 38.7 41.9 6.5 45.2 0.0 6.5

中小企業(19) 36.8 5.3 52.6 52.6 42.1 10.5 47.4 0.0 0.0

※大企業・中堅等(12) 16.7 0.0 66.7 16.7 41.7 0.0 41.7 0.0 16.7
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＜今後、新たに採用する人材として想定しているもので、キャリアブランクのある女性、６０歳以上のシニア層、
外国人のいずれかを選択した企業のみ＞ 

 
 

 

2-(1) 【キャリアブランクのある女性を雇用（または雇用を検討する）理由について】 
 

キャリアブランクのある女性を雇用（または雇用を検討）する理由について、全産業でみると「自社に求め
られるスキル・業務経験をもつ人材を、即戦力として採用するため」（58.1%）が最も多く、次いで「自社のサー
ビス・商品等に、女性視点のアイデアを活かしたいため」（45.2%）、「柔軟な働き方や雇用形態により、業務効
率を上げたいため」（41.9%）、「多様な人材を雇用することにより、社内活性化（ダイバーシティ）を進めたい
ため」（38.7%）の順となっている。 

業種別では、製造業では「自社に求められるスキル・業務経験をもつ人材を、即戦力として採用するため」
（50.0%）が最も多く、次いで「多様な人材を雇用することにより、社内活性化（ダイバーシティ）を進めたい
ため」（42.9%）となっている。非製造業では「自社に求められるスキル・業務経験をもつ人材を、即戦力とし
て採用するため」（64.7%）が最も多く、次いで「自社のサービス・商品等に、女性視点のアイデアを活かした
いため」（52.9%）となっている。 

規模別では、中小企業では「自社に求められるスキル・業務経験をもつ人材を、即戦力として採用するため」、
「多様な人材を雇用することにより、社内活性化（ダイバーシティ）を進めたいため」（52.6%）が同率で最も
多くなっている。 

大企業・中堅等では、「自社に求められるスキル・業務経験をもつ人材を、即戦力として採用するため」（66.7%）
と最も多く、次いで「柔軟な働き方や雇用形態により、業務効率を上げたいため」、「自社のサービス・商品等
に、女性視点のアイデアを活かしたいため」（41.7％）が同率となっている。 
 

図表 2-(1)  キャリアブランクのある女性を雇用（または雇用を検討）する理由について(複数回答) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

2.多様な人材の雇用について 

※大企業・中堅等・・・大企業、中堅企業、市外本社企業合算 
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の能力向上

を進めたい

ため

その他 無回答

全産業(51) 29.4 9.8 58.8 15.7 25.5 5.9 49.0 7.8 9.8

製造業(19) 26.3 5.3 57.9 21.1 31.6 0.0 47.4 5.3 5.3

非製造業(32) 31.3 12.5 59.4 12.5 21.9 9.4 50.0 9.4 12.5
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進めたいため

その他 無回答

全規模(51) 29.4 9.8 58.8 15.7 25.5 5.9 49.0 7.8 9.8

中小企業(39) 30.8 5.1 56.4 17.9 30.8 7.7 46.2 5.1 10.3

※大企業・中堅等(12) 25.0 25.0 66.7 8.3 8.3 0.0 58.3 16.7 8.3
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2-(2) 【６０歳以上のシニア層を雇用（または雇用を検討）する理由について】 

 
６０歳以上のシニア層を雇用（または雇用を検討）する理由について、全産業でみると「自社に求められる

スキル・業務経験をもつ人材を、即戦力として採用するため」（58.8％）が最も多く、次いで「シニア層の知識
や技術の継承により、従業員の能力向上を進めたいため」（49.0％）、「新卒採用でまかなうことができない人材
を確保するため」（29.4％）の順となっている。 

業種別でも、製造業、非製造業ともに 1位、2位は全産業と同様であったが、製造業では、3位は「柔軟な働
き方や雇用形態により、業務効率を上げたいため」（31.6％）となっている。 

規模別でも、中小企業、大企業・中堅等ともに 1位、2位は全産業と同様であったが、中小企業では、3位は
「新卒採用でまかなうことができない人材を確保するため」、「柔軟な働き方や雇用形態により、業務効率を上
げたいため」（30.8％）が同率となっている。 

大企業・中堅等では、3 位は「新卒採用でまかなうことができない人材を確保するため」、「管理職として登
用する人材を必要としているため」（25.0％）が同率となっている。 
 

図表 2-(2) ６０歳以上のシニア層を雇用（または雇用を検討）する理由について(複数回答） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※大企業・中堅等・・・大企業、中堅企業、市外本社企業合算 
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新卒採用で

まかなうこと

ができない
人材を確保
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登用する人
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構成を改善

するため

（外国人の雇

用理由のみ）

外国人として

の語学力・国

際感覚等の

強みを発揮

してもらうた

め

その他 無回答

全産業(26) 30.8 3.8 23.1 30.8 19.2 7.7 42.3 7.7 7.7

製造業(18) 33.3 5.6 27.8 33.3 27.8 5.6 38.9 5.6 0.0

非製造業(8) 25.0 0.0 12.5 25.0 0.0 12.5 50.0 12.5 25.0
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登用する人材
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るため

自社に求めら

れるスキル・業

務経験をもつ
人材を、即戦

力として採用

するため

多様な人材を

雇用すること

により、社内活
性化（ダイバー

シティ）を進め

たいため

柔軟な働き方

や雇用形態に

より、業務効
率を上げたい

ため

社内の年齢構

成を改善する

ため

（外国人の雇

用理由のみ）

外国人として
の語学力・国

際感覚等の強

みを発揮して

もらうため

その他 無回答

全規模(26) 30.8 3.8 23.1 30.8 19.2 7.7 42.3 7.7 7.7

中小企業(18) 44.4 0.0 22.2 27.8 22.2 11.1 44.4 11.1 0.0

※大企業・中堅等(8) 0.0 12.5 25.0 37.5 12.5 0.0 37.5 0.0 25.0
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2-(3) 【外国人を雇用（または雇用を検討）する理由について】 
 

外国人を雇用（または雇用を検討）する理由について、全産業でみると「外国人としての語学力・国際感覚
等の強みを発揮してもらうため」（42.3%）が最も多く、次いで「新卒採用でまかなうことができない人材を確
保するため」、「多様な人材を雇用することにより、社内活性化（ダイバーシティ）を進めたいため」（30.8％）
が同率となっている。 

業種別では、「外国人としての語学力・国際感覚等の強みを発揮してもらうため」が製造業（38.9%）、非製造
業（50.0%）ともに最も多くなっている。 

規模別では、中小企業では「外国人としての語学力・国際感覚等の強みを発揮してもらうため」、「新卒採用
でまかなうことができない人材を確保するため」（44.4%）が同率で最も多く、次いで「多様な人材を雇用する
ことにより、社内活性化（ダイバーシティ）を進めたいため」（27.8％）となっている。大企業・中堅等では、
「外国人としての語学力・国際感覚等の強みを発揮してもらうため」、「多様な人材を雇用することにより、社
内活性化（ダイバーシティ）を進めたいため」（37.5％）が同率で最も多くなっている。 
 

図表 2-(3) 外国人を雇用（または雇用を検討）する理由について（複数回答） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※大企業・中堅等・・・大企業、中堅企業、市外本社企業合算 
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要となる設備投
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人材の採用
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ない

自社の業務内

容が適さない
その他 無回答

全産業(543) 23.4 19.3 10.7 6.6 27.1 4.2 36.6

製造業(228) 21.5 16.2 9.6 6.6 28.9 4.8 37.7

非製造業(315) 24.8 21.6 11.4 6.7 25.7 3.8 35.9
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大企業(40) 25.0 17.5 7.5 12.5 17.5 2.5 40.0

中堅企業(101) 24.8 20.8 5.9 5.0 21.8 6.9 37.6

中小企業(372) 23.1 19.9 12.6 6.7 30.6 3.5 34.4

市外本社企業(30) 20.0 10.0 6.7 3.3 13.3 6.7 56.7
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2-(4) 【キャリアブランクのある女性を雇用するにあたっての課題について】 
 

キャリアブランクのある女性を雇用するにあたっての課題について、全産業でみると「自社の業務内容が適
さない」（27.1%）が最も多く、次いで「長期間、継続した雇用が望めない」（23.4%）、「受け入れにあたっての
人事制度や社内教育が進んでいない」（19.3%）の順となっている。 
 業種別では、「自社の業務内容が適さない」が製造業（28.9%）、非製造業（25.7%）ともに最も多くなってお
り、次いで「長期間、継続した雇用が望めない」が製造業（21.5%）、非製造業（24.8%）となっている。 

規模別では、大企業では「長期間、継続した雇用が望めない」（25.0%）で最も多く、次いで「受け入れにあ
たっての人事制度や社内教育が進んでいない」、「自社の業務内容が適さない」（17.5%）が同率となっている。
中堅企業では「長期間、継続した雇用が望めない」（24.8%）が最も多く、次いで「自社の業務内容が適さない」
（21.8%）となっている。中小企業では「自社の業務内容が適さない」（30.6%）が最も多く、次いで「長期間、
継続した雇用が望めない」（23.1%）となっている。 

市外本社企業では、「長期間、継続した雇用が望めない」（20.0%）が最も多く、次いで「自社の業務内容が適
さない」（13.3%）となっている。 
 

図表 2-(4)  キャリアブランクのある女性を雇用するにあたっての課題について（複数回答） 
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長期間、継続し

た雇用が望め

ない

受け入れにあ

たっての人事制

度や社内教育
が進んでいない

受け入れに必

要となる設備投

資（社内休養所
など）をすること

が難しい

人材の採用

ルートがわから

ない

自社の業務内

容が適さない
その他 無回答

全産業(543) 43.5 16.9 4.2 5.3 27.3 5.0 26.2

製造業(228) 45.2 12.7 4.8 7.0 27.6 5.7 26.3

非製造業(315) 42.2 20.0 3.8 4.1 27.0 4.4 26.0
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雇用が望めない

受け入れにあ

たっての人事制

度や社内教育が
進んでいない

受け入れに必要

となる設備投資

（社内休養所な
ど）をすることが

難しい

人材の採用ルー

トがわからない

自社の業務内容

が適さない
その他 無回答

大企業(40) 42.5 25.0 0.0 2.5 22.5 2.5 27.5

中堅企業(101) 43.6 19.8 1.0 5.0 19.8 9.9 23.8

中小企業(372) 43.3 14.8 5.6 5.9 30.9 4.0 26.1

市外本社企業(30) 46.7 23.3 3.3 3.3 13.3 3.3 33.3
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2-(5) 【６０歳以上のシニア層を雇用するにあたっての課題について】 
 

６０歳以上のシニア層を雇用するにあたっての課題について、全産業でみると「長期間、継続した雇用が望
めない」（43.5%）が最も多く、次いで「自社の業務内容が適さない」（27.3%）、「受け入れにあたっての人事制
度や社内教育が進んでいない」（16.9%）の順となっている。 
 業種別でも、「長期間、継続した雇用が望めない」が製造業（45.2%）、非製造業（42.2%）ともに最も多くなっ
ており、次いで「自社の業務内容が適さない」が製造業（27.6%）、非製造業（27.0%）となっている。 

規模別においても同様に、「長期間、継続した雇用が望めない」が大企業（42.5%）、中堅企業（43.6%）、中小
企業（43.3%）において最も多くなっている。中小企業では、次いで「自社の業務内容が適さない」（30.9％）
となっている。 

市外本社企業でも、「長期間、継続した雇用が望めない」（46.7%）が最も多く、次いで「受け入れにあたって
の人事制度や社内教育が進んでいない」（23.3%）となっている。 
 

図表 2-(5) ６０歳以上のシニア層を雇用するにあたっての課題について（複数回答） 
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長期間、継続

した雇用が望

めない

受け入れにあ

たっての人事

制度や社内
教育が進んで

いない

受け入れに必

要となる設備

投資（社内休
養所など）を

することが難

しい

人材の採用

ルートがわか

らない

自社の業務

内容が適さな

い

（外国人の雇

用のみ）言

語・文化・宗
教の違いによ

る不安がある

その他 無回答

全産業(543) 16.0 22.5 5.0 8.5 18.6 51.4 4.4 24.1

製造業(228) 16.7 17.5 3.9 6.1 18.4 55.7 3.5 23.7

非製造業(315) 15.6 26.0 5.7 10.2 18.7 48.3 5.1 24.4
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受け入れにあ

たっての人事

制度や社内教

育が進んでい

ない

受け入れに必

要となる設備

投資（社内休
養所など）をす

ることが難しい

人材の採用

ルートがわから

ない

自社の業務内

容が適さない

（外国人の雇

用のみ）言語・

文化・宗教の

違いによる不

安がある

その他 無回答

大企業(40) 12.5 37.5 5.0 17.5 12.5 60.0 2.5 17.5

中堅企業(101) 10.9 17.8 3.0 8.9 14.9 54.5 8.9 20.8

中小企業(372) 17.2 22.0 5.1 7.8 21.0 50.5 3.2 25.0

市外本社企業(30) 23.3 23.3 10.0 3.3 10.0 40.0 6.7 33.3
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2-(6) 【外国人を雇用するにあたっての課題について】 
 
外国人を雇用するにあたっての課題について、全産業でみると「言語・文化・宗教の違いによる不安がある

（51.4%）が最も多く５割を超え、次いで「受け入れにあたっての人事制度や社内教育が進んでいない」（22.5%）、
「自社の業務内容が適さない」（18.6%）、「長期間、継続した雇用が望めない」（16.0%）の順となっている。 
 業種別でも、「言語・文化・宗教の違いによる不安がある」が製造業（55.7%）、非製造業（48.3%）ともに最
も多くなっており、次いで「自社の業務内容が適さない」が製造業（18.4%）で、「受け入れにあたっての人事
制度や社内教育が進んでいない」が非製造業（26.0%）となっている。 

規模別においても、「言語・文化・宗教の違いによる不安がある」が大企業（60.0%）、中堅企業（54.5%）、中
小企業（50.5%）で最も多く、次いで「受け入れにあたっての人事制度や社内教育が進んでいない」となってい
る。 

市外本社企業でも、「言語・文化・宗教の違いによる不安がある」（40.0%）が最も多く、次いで「長期間、継
続した雇用が望めない」、「受け入れにあたっての人事制度や社内教育が進んでいない」（23.3%）が同率となっ
ている。 
 

図表 2-(6)  外国人を雇用するにあたっての課題について（複数回答） 
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採用のため

の個別相談

やアドバイ
ス

企業と応募

者のマッチ

ング機会提
供や法規、

各種制度の

説明会等の

実施

留学生や在

留外国人向

けインターン
シップの受

け入れ支援

他企業の採

用事例の紹

介

雇用に必要

な設備（社

内休養所な
ど）を充実さ

せるための

助成

社内の福利

厚生制度充

実のための
支援

テレワーク、

クラウドソー

シング等、
多様な働き

方の導入に

向けた支援

その他 無回答

全産業(543) 21.4 20.6 0.4 12.7 12.5 17.9 11.4 4.1 39.2

製造業(228) 16.2 19.7 0.0 12.3 11.8 18.0 9.2 3.1 43.9

非製造業(315) 25.1 21.3 0.6 13.0 13.0 17.8 13.0 4.8 35.9
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企業と応募

者のマッチン

グ機会提供
や法規、各種

制度の説明

会等の実施

留学生や在

留外国人向

けインターン
シップの受け

入れ支援

他企業の採

用事例の紹

介

雇用に必要

な設備（社内

休養所など）
を充実させる

ための助成

社内の福利

厚生制度充

実のための
支援

テレワーク、

クラウドソー

シング等、多
様な働き方

の導入に向

けた支援

その他 無回答

大企業(40) 30.0 27.5 0.0 22.5 12.5 20.0 32.5 0.0 25.0

中堅企業(101) 22.8 22.8 1.0 10.9 8.9 19.8 12.9 6.9 27.7

中小企業(372) 20.7 19.6 0.3 12.1 13.7 17.2 7.3 4.0 43.3

市外本社企業(30) 13.3 16.7 0.0 13.3 10.0 16.7 30.0 0.0 46.7
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2-(7)  【キャリアブランクのある女性を雇用するにあたり、必要と思われる支援制度について】 
 

キャリアブランクのある女性を雇用するにあたり、必要と思われる支援制度について全産業でみると「採用
のための個別相談やアドバイス」（21.4%）が最も多く、次いで「企業と応募者のマッチング機会提供や法規、
各種制度の説明会等の実施」（20.6%）、「社内の福利厚生制度充実のための支援」（17.9%）の順となっている。 
 業種別では、製造業では「企業と応募者のマッチング機会提供や法規、各種制度の説明会等の実施」（19.7%）
が最も多く、次いで「社内の福利厚生制度充実のための支援」（18.0%）となっている。非製造業では「採用の
ための個別相談やアドバイス」（25.1%）が最も多く、次いで「企業と応募者のマッチング機会提供や法規、各
種制度の説明会等の実施」（21.3%）となっている。 

規模別においては、大企業では「テレワーク、クラウドソーシング等、多様な働き方の導入に向けた支援」
（32.5%）が最も多く、次いで「採用のための個別相談やアドバイス」（30.0%）となっている。中堅企業では「採
用のための個別相談やアドバイス」、「企業と応募者のマッチング機会提供や法規、各種制度の説明会等の実施」
（22.8%）が同率で最も多く、次いで「社内の福利厚生制度充実のための支援」（19.8%）となっている。中小企
業では「採用のための個別相談やアドバイス」（20.7%）が最も多く、次いで「企業と応募者のマッチング機会
提供や法規、各種制度の説明会等の実施」（19.6%）となっている。 

市外本社企業では、「テレワーク、クラウドソーシング等、多様な働き方の導入に向けた支援」（30.0%）が最
も多く、次いで「企業と応募者のマッチング機会提供や法規、各種制度の説明会等の実施」、「社内の福利厚生
制度充実のための支援」（16.7%）となっている。 
 
 
図表 2-(7) キャリアブランクのある女性を雇用するにあたり、必要と思われる支援制度について（複数回答） 
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採用のため

の個別相談

やアドバイ
ス

企業と応募

者のマッチ

ング機会提
供や法規、

各種制度の

説明会等の

実施

留学生や在

留外国人向

けインターン
シップの受

け入れ支援

他企業の採

用事例の紹

介

雇用に必要

な設備（社

内休養所な
ど）を充実さ

せるための

助成

社内の福利

厚生制度充

実のための
支援

テレワーク、

クラウドソー

シング等、
多様な働き

方の導入に

向けた支援

その他 無回答

全産業(543) 22.5 22.7 0.4 14.7 9.0 13.3 7.4 4.6 39.4

製造業(228) 18.4 21.9 0.0 14.0 7.9 14.0 5.3 4.4 43.4

非製造業(315) 25.4 23.2 0.6 15.2 9.8 12.7 8.9 4.8 36.5
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ング機会提
供や法規、

各種制度の

説明会等の

実施

留学生や在

留外国人向

けインターン
シップの受

け入れ支援

他企業の採

用事例の紹

介

雇用に必要

な設備（社

内休養所な
ど）を充実さ

せるための

助成

社内の福利

厚生制度充

実のための
支援

テレワーク、

クラウドソー

シング等、多
様な働き方

の導入に向

けた支援

その他 無回答

大企業(40) 25.0 27.5 0.0 20.0 10.0 7.5 20.0 0.0 35.0

中堅企業(101) 21.8 28.7 1.0 9.9 8.9 11.9 9.9 7.9 31.7

中小企業(372) 22.6 20.7 0.3 15.3 9.4 15.1 5.1 4.6 41.1

市外本社企業(30) 20.0 20.0 0.0 16.7 3.3 3.3 10.0 0.0 50.0
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2-(8) 【６０歳以上のシニア層を雇用するにあたり、必要と思われる支援制度について】 
 

６０歳以上のシニア層を雇用するにあたり、必要と思われる支援制度について全産業でみると「企業と応募
者のマッチング機会提供や法規、各種制度の説明会等の実施」（22.7%）、「採用のための個別相談やアドバイス」
（22.5%）が多く、次いで「他企業の採用事例の紹介」（14.7%）、「社内の福利厚生制度充実のための支援」（13.3%）
の順となっている。 
 業種別では、製造業では「企業と応募者のマッチング機会提供や法規、各種制度の説明会等の実施」（21.9%）
が最も多く、次いで「採用のための個別相談やアドバイス」（18.4%）となっている。非製造業では「採用のた
めの個別相談やアドバイス」（25.4%）が最も多く、次いで「企業と応募者のマッチング機会提供や法規、各種
制度の説明会等の実施」（23.2%）となっている。 

規模別においては、「企業と応募者のマッチング機会提供や法規、各種制度の説明会等の実施」が大企業
（27.5％）、中堅企業（28.7％）で最も多く、次いで「採用のための個別相談やアドバイス」が大企業（25.0％）、
中堅企業（21.8％）となっている。中小企業では「採用のための個別相談やアドバイス」（22.6%）が最も多く、
次いで「企業と応募者のマッチング機会提供や法規、各種制度の説明会等の実施」（20.7%）となっている。 

市外本社企業では、「採用のための個別相談やアドバイス」、「企業と応募者のマッチング機会提供や法規、各
種制度の説明会等の実施」（20.0%）が同率で最も多く、次いで「他企業の採用事例の紹介」（16.7%）となって
いる。 
 
 
図表 2-(8)  ６０歳以上のシニア層を雇用するにあたり、必要と思われる支援制度について（複数回答） 
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採用のため

の個別相談

やアドバイ
ス

企業と応募

者のマッチ

ング機会提
供や法規、

各種制度の

説明会等の

実施

留学生や在

留外国人向

けインターン
シップの受

け入れ支援

他企業の採

用事例の紹

介

雇用に必要

な設備（社

内休養所な
ど）を充実さ

せるための

助成

社内の福利

厚生制度充

実のための
支援

テレワーク、

クラウドソー

シング等、
多様な働き

方の導入に

向けた支援

その他 無回答

全産業(543) 15.8 16.8 26.7 14.9 5.9 6.4 3.5 5.2 42.9

製造業(228) 13.2 15.8 25.9 15.4 6.6 7.0 3.1 3.1 46.9

非製造業(315) 17.8 17.5 27.3 14.6 5.4 6.0 3.8 6.7 40.0
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種制度の説

明会等の実

施

留学生や在

留外国人向

けインターン
シップの受

け入れ支援

他企業の採

用事例の紹

介

雇用に必要

な設備（社内

休養所など）
を充実させ

るための助

成

社内の福利

厚生制度充

実のための
支援

テレワーク、

クラウドソー

シング等、多
様な働き方

の導入に向

けた支援

その他 無回答

大企業(40) 20.0 30.0 37.5 27.5 7.5 7.5 10.0 0.0 27.5

中堅企業(101) 10.9 21.8 35.6 12.9 4.0 5.0 2.0 8.9 30.7

中小企業(372) 16.9 14.5 23.1 13.4 6.5 6.7 3.0 5.1 47.8

市外本社企業(30) 13.3 10.0 26.7 23.3 3.3 6.7 6.7 0.0 43.3
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2-(9) 【外国人を雇用するにあたり、必要と思われる支援制度について】 

 
外国人を雇用するにあたり、必要と思われる支援制度について全産業でみると「留学生や在留外国人向けイ

ンターンシップの受け入れ支援」（26.7%）が最も多く、次いで「企業と応募者のマッチング機会提供や法規、
各種制度の説明会等の実施」（16.8%）、「採用のための個別相談やアドバイス」（15.8%）、「他企業の採用事例の
紹介」（14.9%）の順となっている。 
 業種別では、「留学生や在留外国人向けインターンシップの受け入れ支援」が製造業（25.9%）、非製造業（27.3%）
で最も多く、次いで製造業では「企業と応募者のマッチング機会提供や法規、各種制度の説明会等の実施」
（15.8%）、非製造業では「採用のための個別相談やアドバイス」（17.8%）となっている。 
 規模別においては、「留学生や在留外国人向けインターンシップの受け入れ支援」が大企業（37.5%）、中堅企
業（35.6%）、中小企業（23.1%）でいずれも最も多く、次いで「企業と応募者のマッチング機会提供や法規、各
種制度の説明会等の実施」が大企業（30.0%）、中堅企業（21.8%）で多く、中小企業では「採用のための個別相
談やアドバイス」（16.9%）となっている。 

市外本社企業でも、「留学生や在留外国人向けインターンシップの受け入れ支援」（26.7%）が最も多く、次い
で「他企業の採用事例の紹介」（23.3%）となっている。 
 
 

図表 2-(9) 外国人を雇用するにあたり、必要と思われる支援制度について（複数回答） 
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0人 1人～2人 3人～5人 6人～9人 10人以上

（業
種
別
）

（規
模
別
）

　　

中国 台湾 韓国
インドネ

シア
タイ ベトナム

フィリピ

ン

その他

アジア
欧州 アメリカ ブラジル

その他

中南米
アフリカ

全産業(129) 49.6 8.5 15.5 6.2 7.0 18.6 13.2 20.2 3.9 2.3 5.4 4.7 0.8

製造業(69) 44.9 4.3 5.8 8.7 8.7 18.8 11.6 27.5 5.8 2.9 8.7 8.7 1.4

非製造業(60) 55.0 13.3 26.7 3.3 5.0 18.3 15.0 11.7 1.7 1.7 1.7 0.0 0.0
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大企業(15) 53.3 26.7 33.3 0.0 6.7 20.0 20.0 13.3 0.0 6.7 0.0 0.0 0.0

中堅企業(27) 66.7 3.7 18.5 0.0 0.0 18.5 14.8 14.8 0.0 0.0 3.7 0.0 0.0

中小企業(78) 38.5 6.4 7.7 9.0 10.3 20.5 12.8 25.6 6.4 1.3 7.7 7.7 1.3

市外本社企業(9) 88.9 11.1 44.4 11.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 11.1 0.0 0.0 0.0

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

大企業

中堅企業

中小企業

市外本社企業

 

【回答企業の外国人雇用状況、従業員構成について】 
 
1. 外国人労働者について 
 

1-(1) 雇用人数について 
 

外国人労働者の雇用人数について、回答企業 272 社（無回答 271 社を除く）では、全産業でみると「１人～
２人」（23.5%）、「１０人以上」（11.4%）、「３人～５人」（10.3％）の順となり、合計５割近くとなった。 

  業種別では、製造業では「１人～２人」（26.0%）、「３人～５人」（12.6％）、「１０人以上」（11.0％）、非製
造業では「１人～２人」（21.4%）、「１０人以上」（11.7％）、「３人～５人」（8.3％）の順となっている。 

規模別では、大企業で「１０人以上」（34.8%）が最も多くなっているのに対し、中堅企業、中小企業では「１
人～２人」が最も多くなっている。 

  市外本社企業では、「３人～５人」（33.3%）が最も多くなっている。 
 

 雇用人数について 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1-(2) 国籍について 
 

外国人労働者の国籍について、回答企業129社（無回答414社を除く）では、全産業でみると「中国」（49.6%）、
次いで「その他アジア」（20.2％）、次いで「ベトナム」（18.6%）の順で、アジア出身者が多かった。 

  業種別では、製造業、非製造業ともに「中国」が最も多かった。次いで多かったのは製造業では「その他
アジア」（27.5％）、非製造業では「韓国」（26.7%）となった。 

  規模別では、「中国」が最も多く、大企業（53.3%）、中堅企業（66.7%）、中小企業（38.5%）となっており、
次いで「韓国」が大企業（33.3%）、中堅企業（18.5％）となったが、中小企業では「その他アジア」（25.6％）
となった。 

   市外本社企業では、「中国」（88.9％）が最も多く、次いで「韓国」（44.4%）となっている。 
 

国籍について 
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 1-(3) 非正規雇用人数について 
 

外国人労働者の非正規雇用人数について、回答企業 152 社（無回答 391 社を除く）では、全産業でみると「１
人～２人」（14.5%）、「１０人以上」（9.9%）、「３人～５人」（7.9%）の順となっている。 

  業種別では、製造業では「１人～２人」（14.3%）、「３人～５人」（10.4%）、「１０人以上」（7.8%）、非製造業
では「１人～２人」（14.7%）、「１０人以上」（12.0%）、「３人～５人」（5.3%）の順となっている。 

 規模別では、大企業で「１０人以上」（31.3%）が最も多くなっているのに対し、中堅企業、中小企業では
「１人～２人」が最も多くなっている。 

  市外本社企業では、「３人～５人」（11.1%）が最も多くなっている。 
 

外国人労働者の非正規雇用人数について 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 1-(4) 雇用開始時期について 
 

外国人の雇用開始時期について、回答企業 123 社（無回答 420 社を除く）では、全産業でみると 2012 年以
降、雇用社数が増加しており、2016 年がピークであった。中小企業では 2015 年以降、雇用を開始する企業が
多かった。 
 

外国人労働者の雇用開始時期について 
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2. 従業員数 
  従業員数について、全産業でみると、「10 人～49 人」（32.4%）が最も多く、次いで「100 人～299 人」（21.0％）、
「50 人～99 人」（16.2％）となっている。 

  業種別では、「10 人～49 人」が製造業（40.4％）、非製造業（26.7％）で最も多い。 
  規模別では、大企業では「300 人以上」（45.0％）、中堅企業では「100 人～299 人」（35.6％）、中小企業で

は「10 人～49 人」（39.0％）が最も多くなっている。 
  市外本社企業では、「300 人以上」（70.0％）が最も多くなっている。 
 

全従業員数：業種別、規模別 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

3. 年齢の割合 
  従業員の年齢の割合について、全産業でみると「４０～５０代」（50.1%）と５割に達し最も多い。次いで
「２０～３０代」（31.2%）、「６０代以上」（17.4％）となっている。 
  業種別では、「４０～５０代」が製造業（51.0%）、非製造業（49.4%）で最も多い。次いで「２０～３０代」

製造業（31.3%）、非製造業（31.1%）、「６０代以上」製造業（16.4%）、非製造業（18.2%）となっている。 
 規模別でも、「４０～５０代」が大企業（51.8%）、中堅企業（51.8%）、中小企業（49.6%）で最も多い。次い
で「２０～３０代」は大企業（37.1%）、中堅企業（31.7%）、中小企業（29.4%）で「６０代以上」は大企業（9.6%）、
中堅企業（15.0%）、中小企業（19.7%）となっている。 
 市外本社企業では、「４０～５０代」（48.6%）、「２０～３０代」（44.2%）となっている。 
 

年齢の割合 
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4. 男女比率 
  男女比率について、全産業でみると、「男性」（71.5%）、「女性」（28.5%）となっている。 

  業種別では、「男性」製造業（75.5%）、非製造業（68.5%）、「女性」製造業（24.5%）、非製造業（31.4%）
となっている。 

  規模別では、「男性」大企業（69.4%）、中堅企業（68.5%）、中小企業（72.3%）、「女性」大企業（30.6%）、
中堅企業（31.5%）、中小企業（27.6%）となっている。 

   市外本社企業では、「男性」（73.6％）、「女性」（26.4%）となっている。 
 

 
男女比率 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

5.  雇用比率 
  雇用比率について、全産業でみると「正社員」（79.3%）、「非正社員」（20.7%）となっている。 
  業種別では、「正社員」製造業（81.8%）、非製造業（77.4%）、「非正社員」製造業（18.2%）、非製造業（22.6%）

となっている。 
  規模別では、「正社員」大企業（74.9%）、中堅企業（76.4%）、中小企業（80.3%）、「非正社員」大企業（25.1%）、

中堅企業（23.6%）、中小企業（19.7%）となっている。 
   市外本社企業では、「正社員」（82.5％）、「非正社員」（17.5%）となっている。 
 

雇用比率 
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― 右面に続きます － 

第 105 回 横浜市景況・経営動向調査票 

～人材確保の状況について～ 
 
Ｑ１．貴社の就労者について ※おおよその数字で構いません。 

年 齢 の 割 合 10 代（   ）％ 20～30 代（   ）％ 40～50 代（   ）％ 60 代以上（   ）％ 

男 女 比 率 男 性 （       ）％ 女  性  （        ）％ 

雇 用 比 率 正社員 （       ）％ 非正規社員（        ）％ 

外 国 人 労 働 者 
の 雇 用 状 況 

・国籍（        ）・雇用人数：（    ）名、うち非正規（    ）名 

・外国人労働者の雇用開始時期：（       ）年頃から雇用 

 

Ｑ２．貴社における今後の正規雇用の採用計画の見通しについて、教えてください。（１つに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜Ｑ２で３または４に○をつけた方はお答えください＞ 

Ｑ３.採用の見通しについて「縮小するまたは見込みはない」理由として該当するものに○をしてください。（複数回答可） 

 

 

 

 

 ⇒Ｑ７へお進みください。 

 

＜Ｑ２で１または２に○をつけた方はお答えください＞ 

Ｑ４．貴社の募集・採用方法について該当するものに○をしてください。（複数回答可） 

１．民間の就職情報サイト  ２．ハローワーク     ３．就職フェアや合同説明会 

４．大学からの紹介やアプローチ  ５．人材紹介会社を利用     ６．知人・友人からの紹介 

７．グローバル採用に特化した求人サイト  ８．その他（                    ） 

 

＜Ｑ２で１または２に○をつけた方はお答えください＞ 

Ｑ５．今後、新たに採用する人材として想定しているものを教えてください。 

（優先度の高いものから３つ番号を回答欄に記入してください） 

１．新卒採用（大学卒）      ２．新卒採用（専門学校・高校卒等）  ３．中途採用    

４．キャリアブランクのある女性  ５．６０歳以上のシニア層       ６．外国人        

７．有資格者（スキル・技能等）  ８．その他（                  ） 

Ｑ５ 回答欄 1 位 2 位 3 位 

⇒Ｑ５で４、５、６のいずれも選択しなかった方はＱ７へお進みください。 

 

 

 

１．現状の人員で充足している          ２．事業を縮小していく見込み           

３．IoT 機器の導入、設備投資等による効率化   ４．アウトソーシング等による業務の見直し      

５．採用活動にかける時間や費用がない      ６．その他（                 ） 

１．採用（または再雇用）を増やし、規模を拡大していく ⇒Ｑ４へ 

２．現状の規模を維持する程度に、採用（または再雇用）していく ⇒Ｑ４へ 

３．採用（または再雇用）を減らし、規模を縮小していく ⇒Ｑ３へ 

４．今後、新規に採用をする見込みはない ⇒Ｑ３へ 

５．その他（         ） ⇒Ｑ７へ 

＜上記選択肢に関わらずお答えください＞ 

Ｑ２-ａ 非正規雇用による人員確保の見込みはございますか。 

１．ある     ２．ない 

４、５、６のいずれか

を選択した方はＱ６へ

お進みください。 
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＜Ｑ５で４、５、６のいずれかを選択した方のみお答えください＞ 

Ｑ６．キャリアブランクのある女性、６０歳以上のシニア層、外国人を雇用（または雇用を検討）する理由

を教えてください。（複数回答可。あてはまるものについて、それぞれの番号を回答欄に記入してくださ

い） 

１．新卒採用でまかなうことができない人材を確保するため 

２．管理職として登用する人材を必要としているため 

３．自社に求められるスキル・業務経験をもつ人材を、即戦力として採用するため 

４．多様な人材を雇用することにより、社内活性化（ダイバーシティ）を進めたいため 

５．柔軟な働き方や雇用形態により、業務効率を上げたいため 

６．社内の年齢構成を改善するため 

７．（女性の雇用理由のみ）自社のサービス・商品等に、女性視点のアイデアを活かしたいため 

８．（外国人の雇用理由のみ）外国人としての語学力・国際感覚等の強みを発揮してもらうため 

９．（シニア層の雇用理由のみ）シニア層の知識や技術の継承により、従業員の能力向上を進めたいため 

１０．その他（                             ） 

Ｑ６ 回答欄 

（複数回答可） 

①女性の雇用理由        

②シニア層の雇用理由        

③外国人の雇用理由        

 
＜以降は全ての方がお答えください＞ 
Ｑ７．多様な人材（キャリアブランクのある女性、６０歳以上のシニア層、外国人）を雇用するにあたっ

ての課題を教えてください。（複数回答可。それぞれの番号を回答欄に記入してください） 

１．長期間、継続した雇用が望めない 

２．受け入れにあたっての人事制度や社内教育が進んでいない 

３．受け入れに必要となる設備投資（社内休養所など）をすることが難しい 

４．人材の採用ルートがわからない 

５．自社の業務内容が適さない 

６．（外国人の雇用のみ）言語・文化・宗教の違いによる不安がある 

７．その他（                ） 

Ｑ７ 回答欄 

（複数回答可） 

①女性雇用の課題       

②シニア層雇用の課題       

③外国人雇用の課題       

 
Ｑ８．多様な人材（キャリアブランクのある女性、６０歳以上のシニア層、外国人）を雇用するにあたり、必

要と思われる支援制度を教えてください。（複数回答可。それぞれの番号を回答欄に記入してください） 

１．採用のための個別相談やアドバイス 

２．企業と応募者のマッチング機会提供や法規、各種制度の説明会等の実施 

３．留学生や在留外国人向けインターンシップの受け入れ支援  

４．他企業の採用事例の紹介 

５．雇用に必要な設備（社内休養所など）を充実させるための助成 

６．社内の福利厚生制度充実のための支援 

７．テレワーク、クラウドソーシング等、多様な働き方の導入に向けた支援 

８．その他（                                       ） 

Ｑ８ 回答欄 

（複数回答可） 

①女性の雇用支援        

②シニア層の雇用支援        

③外国人の雇用支援        
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